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規約の変更に関するお知らせ 

 

当投資法人は、平成 15 年 1 月 16 日付け日本経済新聞にて公告の通り、平成 15 年 3 月 28

日に第 2回投資主総会を開催する予定であり、平成 15 年 2 月 21 日開催の役員会において、

規約の変更に関し下記の通り決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

なお、下記記載の規約の変更は、当該投資主総会の議案であり、平成 15 年 3 月 28 日に

開催される当投資法人の第 2回投資主総会での承認可決をもって有効な規約となります。 

 

記 

 

１．規約変更の理由 

 

（１） 運用報酬に関する規約変更 

 

①（第 38 条関係） 

当投資法人が資産の運用を委託する投資信託委託業者に支払う資産運用報酬のう

ち、期間報酬について、上場後の順調な外部成長による運用資産規模の拡大を考

慮し、その料率を引き下げることとし、よりインセンティブの働く報酬体系にす

るべく、第 38 条における当該規定を変更する。 

また、第１期の期間報酬の取扱いを定めた但書等について、今後は適用がないこ

とから、第 38 条における当該規定を削除する。 

②（附則第１条関係） 

上記の第 38 条の変更に関する実施日を平成 15 年 4 月 1 日とする旨、附則第１条

において規定する。なお、本附則については、実施日経過後、これを削除する。 

 

（２） その他の事項に関する規約変更 

 

①（第 9条関係） 

投資主総会の開催場所について、投資主の利便性を考慮し、適時適切な会場確保

を目的として、東京都各区内のいずれかとする旨、第 9 条第 2 項において規定す

る。 

②（第 11 条関係） 

執行役員が、現行規約に基づき、上限である 2 名選任された場合、または全ての

執行役員に欠員もしくは事故ある場合の投資主総会の議長選任手続を明確化する

ため、第 11 条の規定を変更する。 



③（第 12 条関係） 

投資主総会の普通決議について、議決権を行使した投資主の意思を最大限尊重す

るべく、第 12 条第 1項の規定を変更する。 

また、投資主総会における審議の充実を期するため、議決権行使を投資主本人ま

たは他の投資主を代理人とする旨、第 12 条第 2項において規定する。 

④（第 24 条関係） 

引用する財務省令の改正等に伴い、第 24 条第１項において字句を修正する。 

また、不動産取得税の課税標準の特例に係る要件を踏まえて規定されている第 24

条第 3項について、その適用期間を当該要件の存する限りとする旨、規定する。 

⑤（第 33 条関係） 

既存の投資主への影響を最小限に抑えつつ、当投資法人の今後の資金調達におけ

る機動性・柔軟性を確保するため、営業期間中の新規投資口発行に伴い、日割計

算による金銭の分配を可能とする枠組みを導入する旨、第 33 条第 6項において規

定する。 

 

 

２．規約変更の内容 

 

現行規約の一部を下記変更案のとおり改める(変更箇所は下線の部分)。 

 

（１） 運用報酬に関する規約変更 

 

現行規約 変更案 

（投資信託委託業者に対する資産運用報酬の支払

いに関する基準） 

第 38 条 投資信託委託業者に対する資産運用報酬

は、期間報酬、インセンティブ報酬、取

得報酬、譲渡報酬から構成されます。そ

れぞれの報酬の計算方法と支払時期は、

以下の通りです。 

（投資信託委託業者に対する資産運用報酬の支払

いに関する基準） 

第 38 条 （現行のとおり） 

 

 

報酬 計算方法と支払時期 報酬 計算方法と支払時期  

期間 

報酬 

営業期間における、経常ｷｬｯｼｭﾌﾛｰに応じ、

下記の計算式により求められた金額の合

計額。なお、ここで経常ｷｬｯｼｭﾌﾛｰとは、こ

の投資法人の損益計算書上の経常損益に

減価償却費及び繰延資産償却費を加えて、

特定資産の売却損益及び評価損益（特別損

益の部に計上されるものを除きます。）を

除いた金額とします（以下「CF」といいま

す。）。また期間報酬の計算に際しては、当

該期間報酬及び以下に規定するｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 

報酬控除前の CF を基準とします。支払時

期は、当該営業期間に係る決算日後 3ヶ月

以内とします。但し、第 1期の営業期間（平

成 14 年 3 月 31 日までの期間）に限り、平

 

期間

報酬

営業期間における、経常ｷｬｯｼｭﾌﾛｰに応じ、

下記の計算式により求められた金額の合

計額。なお、ここで経常ｷｬｯｼｭﾌﾛｰとは、こ

の投資法人の損益計算書上の経常損益に

減価償却費及び繰延資産償却費を加えて、

特定資産の売却損益及び評価損益（特別損

益の部に計上されるものを除きます。）を

除いた金額とします（以下「CF」といいま

す。）。また期間報酬の計算に際しては、当

該期間報酬及び以下に規定するｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 

報酬控除前の CF を基準とします。支払時

期は、当該営業期間に係る決算日後 3ヶ月

以内とします。 

 

  

 



現行規約 変更案 

  

 成 13 年 12 月 20 日までに投資信託委託業

者がこの投資法人に対して提出するこの

投資法人の第1期の営業期間の予想ＣＦに

基づき下記計算式で求められた金額の 70%

に相当する金額（以下「暫定報酬」といい

ます。）を平成 13 年 12 月 31 日までに投資

信託委託業者に支払うこととします。この

場合、この投資法人は、第１期の営業期間

決算後に、当該営業期間に係る実際のＣＦ

を基に算定された期間報酬から暫定報酬

を差し引いた残額を支払います。また、当

該期間報酬が暫定報酬より少ない場合は、

その差額を投資信託委託業者がこの投資

法人に返還することによって、一切の精算

を終えるものとします。 

【計算式】 

･CF が 25 億円(*)未満の部分に対し、10.0%

を乗じて得た金額 

･CF が 25 億円(*)以上 40 億円(*)未満の部

分に対し、7.0%を乗じて得た金額 

･CF が 40 億円(*)以上 55 億円(*)未満の部

分に対し、5.0%を乗じて得た金額 

･CF が 55 億円(*)以上の部分に対し、3.0%

を乗じて得た金額 

(*)の金額については、第１期の営業期間

についてのみ、投資法人が投信法 187 条の

登録を受けた日から平成14年 3月 31日ま

での日数を183で除した数値を乗じた金額

とします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計算式】 

･CF が 25 億円以下の部分に対し、8.0%を乗

じて得た金額 

･CFが25億円超40億円以下の部分に対し、

5.0%を乗じて得た金額 

･CF が 40 億円超の部分に対し、3.0%を乗じ

て得た金額 

 

ｲﾝｾﾝ 

ﾃｨﾌﾞ 

報酬 

（記載省略） ｲﾝｾﾝ

ﾃｨﾌﾞ

報酬

（現行のとおり） 

取得 

報酬 

（記載省略） 取得

報酬

（現行のとおり） 

 

譲渡 

報酬 

（記載省略） 

 

譲渡

報酬

（現行のとおり） 

なお、各報酬の支払いに際しては、当該

報酬に係る消費税及び地方消費税相当額を

加えた金額を資産運用会社の指定する銀行

口座へ振込により支払うものとします。 

（現行のとおり） 

（新 設） 附 則 

第１条 第 38 条の変更は、平成 15 年 4月 1日から

実施します。 

 



 

（２） その他の事項に関する規約変更 
 

現行規約 変更案 

（招集） 

第 9条 （記載省略） 

（新 設） 

 

 

 

（招集） 

第 9条 （現行のとおり） 

２．投資主総会は、本店の所在地若しくはこれ

に隣接する地又は役員会の決議に基づいて

東京都各区内において招集します。 

 

（議長） 

第 11 条 投資主総会の議長は、この投資法人を代

表する執行役員がこれに当たります。 

 

 

 

（議長） 

第 11 条 投資主総会の議長は、執行役員が１名の

場合はその執行役員が、執行役員が２名の

場合は、役員会のあらかじめ定めた順序に

より執行役員の１名がこれに当たります。

すべての執行役員に欠員又は事故がある場

合は、役員会のあらかじめ定めた順序によ

り、監督役員の１名がこれに当たります。

 

（決議） 

第 12 条 投資主総会の決議は、法令又は規約に別

段の定めがある場合のほか、発行済投資口

の総口数の過半数に当たる投資口を有する

投資主が出席し、出席した投資主の議決権

の過半数をもって決します。 

（新 設） 

 

 

 

（決議） 

第 12 条 投資主総会の決議は、法令又は規約に別

段の定めがある場合のほか、出席した投資

主の議決権の過半数をもって決します。 

 

 

２．投資主は、議決権を有する他の投資主に委

託してその議決権を行使することができ

ます。 

 

（投資態度） 

第 24 条 この投資法人は、資産の総額のうちの占

める不動産、不動産の賃借権、地上権、信

託の受益権（不動産、地上権若しくは土地

の賃借権のみに信託をするものに限りま

す。）及び匿名組合出資持分（不動産、地上

権若しくは不動産の賃借権のみに運用する

ものに限ります。）の価額の割合として財務

省令（平成 13 年 6 月 6 日財務省令第 44 号

第 3条）で定める割合が 100 分の 75 以上と

なるように運用します。ここで匿名組合出

資持分とは、当事者の一方が相手方の行う

資産の運用のために出資を行い、相手方が

その出資された財産を主として当該資産に

対する投資として運用し、当該運用から生

じる利益の分配を行なうことを約する契約

に係る出資の持分とします。 

   ２．（記載省略） 

   ３．この投資法人は、資産の運用の方針とし

て、前項に加えて、平成 14 年 4 月 1 日以

後の各年度において取得する不動産の価

額の合計額の当該年度に取得する特定資

産の価額の合計額に占める割合を 、特定

不動産の割合の２分の１以上となるよう

に運用します。 

（投資態度） 

第 24 条 この投資法人は、資産の総額のうちに占

める不動産、不動産の賃借権、地上権、信

託の受益権（不動産、地上権若しくは土地

の賃借権のみに信託をするものに限りま

す。）及び匿名組合出資持分（不動産、地上

権若しくは不動産の賃借権のみに運用する

ものに限ります。）の価額の割合として財務

省令で定める割合が 100 分の 75 以上となる

ように運用します。ここで匿名組合出資持

分とは、当事者の一方が相手方の行う資産

の運用のために出資を行い、相手方がその

出資された財産を主として当該資産に対す

る投資として運用し、当該運用から生じる

利益の分配を行なうことを約する契約に係

る出資の持分とします。 

 

 ２．（現行のとおり） 

 ３．この投資法人は、資産の運用の方針とし

て、前項に加えて、平成 14 年 4 月 1 日以

後の各年度において取得する不動産の価

額の合計額の当該年度に取得する特定資

産の価額の合計額に占める割合を 、特定

不動産の割合の２分の１以上となるよう

に運用します。 なお、本項に定める方針



現行規約 変更案 

 

 

 

４．（記載省略） 

５．（記載省略） 

６．（記載省略） 

 

につきましては、 不動産取得税の課税標

準の特例に係る当該要件の存する限り適

用するものとします。 

４．（現行のとおり） 

５．（現行のとおり） 

６．（現行のとおり） 

 

（金銭の分配の方針） 

第 33 条 この投資法人は、毎決算期後に、以下の

方針に基づき金銭の分配を行ないます。 

   （1）（記載省略） 

 （2）（記載省略） 

 （3）（記載省略） 

 （4）（記載省略） 

 （5）（記載省略） 

（新 設） 

 

（金銭の分配の方針） 

第 33 条（現行のとおり） 

 

（1）（現行のとおり） 

 （2）（現行のとおり） 

 （3）（現行のとおり） 

 （4）（現行のとおり） 

 （5）（現行のとおり） 

（6）この投資法人の営業期間中に投資口を

追加発行するときは、当該投資口に対応

する金銭の分配の金額については、役員

会の決議に基づき、日割りにより計算す

ることができるものとします。 

 

 

 

３．投資主総会等の日程 

 

平成 15 年 1 月 16 日 第 2回投資主総会開催公告 

平成 15 年 2 月 21 日 第 2回投資主総会提出議案の役員会承認 

平成 15 年 3 月 13 日  第 2 回投資主総会招集通知発送(予定) 

平成 15 年 3 月 28 日  第 2 回投資主総会開催（上記の規約変更案等を付議） 

 

以 上 

本資料は、兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会に配布しております。 


